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2011年８月26日

　　政治フォーラム会員
各　　地方本部執行委員長　　　様
　　　市町村単組執行委員長
自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　　潔

（自治体政策部）

9月定例議会に向けた「意見書」の取り組み
　日頃からの職場・地域におけるご奮闘に対し心より敬意を表します。

　さて、３月11日に発生した東日本大震災を起因とする東京電力福島第一原子力発電所の事故は、メルトダウンやメルトスルーなどこれまで聞き及ばない事態となっていることが予測できることやヒロシマ・ナガサキに投下された原子力爆弾の数万倍のエネルギーを放出している現状など、原子力史上最悪の事態となっています。

　私たちは、多くの放射性物質を放出する原子力は、核分裂の課程で放出する放射線の持つ毒性や依存性、さらには安定期まで数万年を要す事実など、自然界には存在しない人類が作り出した人類にも手に負えない事実を、原子力発電の「安全神話の崩壊」からしっかりと確認し、「核と人類は共存できない」ことを再認識した上で、核のない平和な社会（脱原発社会）の創造が急務です。

　そのような中、平和フォーラムと原水禁が中心となり、著名人の呼びかけ人を募り「さようなら原発1000万人アクション」の取り組みが全国で進められています。道本部は、北海道平和運動フォーラムと連携し、北海道・道議会への要請行動や街頭宣伝行動など取り組みを進めてきています。また、先日行われた第４回拡大闘争委員会においても、全国の取り組みである『1000万人署名と全国集会への参画』運動の展開や北海道における独自の取り組みの展開などを全力で進めることを決定しています。

　自治体の使命は地域住民の「生命と財産」を守ることが最大の任務であることから、福島におけるあらゆる風評被害を考慮しても「核の被害は、あらゆる場面を通じて想定できる」ことから、自治体における『意見書』採択の取り組みを北海道平和運動フォーラムとの連携のもと進めることとします。

　つきましては、定例市町村議会（９月）における採択をめざし、下記のとおり取り組みを進められますよう要請いたします。なお、６月議会において、すでに採択されている自治体は、意見書の趣旨から提出は見合わせるようにして下さい。

記

１．意見書の採択に向けて

（１）実施期間　　各市町村における2011年９月議会での採択をめざします。
（２）実施方法　　地方自治法第99条による意見書の提出とします。
（３）実施単位　　各市町村議会
　　　　　　　　　　　意見書は、議会議事運営委員会までに議会事務局に直接提出が主だと思います。その際、推薦議員などに協力を求めて説明などの協力をお願いし、推薦議員がいない場合は、そのまま議会事務局へ提出し議運判断として下さい。
（４）意見書　　別紙のモデル案を参考に各自治体の実情にあわせ作成をお願いします。
　　　　　　　　　　　提出者は、フォーラム地区連絡会代表委員名での提出としますが、約半数の自治体でフォーラム組織がありませんので、その場合は、ブロックフォーラム代表委員名で自治労単組役員からの提出をお願いします。

（５）進め方　　別紙１を参照して下さい。

２．報　告　　取り組み結果を９月30日（金）までに道本部自治体政策部まで、採択された場合は、そのコピーを添えて郵送もしくはFAXで報告をお願いします。
　　　　　　　　《送付先》　〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部
　　　　　　　　《FAX番号》　011－700－2053
３．その他　　説明の参考資料については、作成次第後日送付いたします。

不明な点は、道本部自治体政策部（山木・佐々木）まで連絡をお願いします。
以　上
原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を

求める意見書採択・報告書
	単組名
	
	報告者名
	


	意見書の採択の有無
	有　　・　　無


· 採択された場合は、有に○をされなかった場合は、無に○を記載して下さい。
	意見書採択日
	２０１１年　　　月　　　日


《報告期限》2011年９月30日（金）必着
《報告先》〒060-0806　札幌市北区６条西７丁目　自治労会館２階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　自治体政策部あて
　　　　　　　　FAX：011－700－2053
2011年８月26日
原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を

求める自治体意見書提出の進め方
自治労北海道本部総合政策局
１．取り組みの目的
　全国の取り組みである「さようなら原発1000万人アクション」に合わせた、北海道独自の取り組みとして実施するもの。

　自治体における責務は、地域住民の生命と財産を守ることである。原子力発電事故は、その影響範囲を避難区域にとどめず、広範な放射線による被害をもたらしている。北海道は、日本における食糧基地であり、ひとたび事故が起きると全道的な被害が想定できることから、北海道における全自治体での意見書の採択をめざすものです。
２．意見書提出の根拠
　　地方自治法99条に基づく議会による意見書採択を行い、以下の提出先に提出します。
	《意見書の提出先》
　内閣総理大臣、内閣官房長官、経済産業大臣


３．意見書提出の進め方
　　市町村議会への意見書の提出手順を一自治体での取り組み例を紹介します。地域で推薦・協力議員が不在の場合でも取り組みを進めるように要請します。
　　　①　意見書を作成し、フォーラム地区連絡会に持ち込みます。（地区連絡会がない場合は、ブロックフォーラム代表委員名で提出する）
　　　②　意見書内容を地区連絡会（ブロックフォーラム）と協議して決定します。この際、自治労単組より内容の説明を行って下さい（道フォーラムからも指示が行きます）。
　　　③　推薦議員・協力議員に「説明参考資料」により説明員を調整します。いない場合は⑤のみでの対応。
　　　④　意見書を市町村議会議事運営委員会まで（市町村で相違します）に議会事務局に提出。提出にあたっては、表紙（押印したもの）や提出要旨などが求められます。
　　　⑤　提出時に議会事務局に「説明参考資料」により説明します。説明資料を渡しても良いかと思います。
　　　⑥　議事運営委員会において、推薦・協力議員に説明してもらい、本会議提案となるよう尽力頂きます。
以上、⑤までを議運の日程までに終了するように調整し、万が一のため事前に議会事務局に「いつまで提出したらよいか」を確認した方がよいかと思います。
　　説明資料は、作成次第後日送付いたします。
４．意見書の内容審査
　　自治体においては、議会事務局でのチェックが行われます。また、採択にあたって問題と思われる内容や表現には修正も入ります。全体の内容が網羅されていることが望ましいですが、無理な場合（判断は単組に任せます）は、記載事項の１番の内容が含まれていることを最低限として、採択をめざして下さい。

５．その他
　　意見書の説明については、本書（進め方）の目的に記載していることが主な内容です。説明資料の作成が間に合わないことも想定されますので、その際は、単組役員による議会事務局への説明をお願いします。できるだけ早期に送付いたします。

以　　上
○○市町村議会

　議　長　　○　○　○　○　　様

原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を求める
陳情書

（住　所）
（団体名）
（役職・氏名）　　　　　　　印
原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進を
求める陳情書
【要　旨】
３月１１日に発生した東日本大震災により福島第一原子力発電所は、原子力史上最悪の事故を招きました。この事故は、「想定外」とする災害に対して、原子力の『安全神話』に偏った対応による『人災』と言っても過言ではありません。
福島第一発電所の事故を教訓に、人体や自然に多くの影響を及ぼす放射性物質を大量に放出する原子力発電を見直す必要があります。

【理　由】
　福島第一原子力発電所の事故は、６ヵ月以上経過した現在もその原因は究明できていません。東京電力は、「津波による電力供給停止」をその原因に挙げていますが、「炉心溶融」や水素爆発、放射性物質の大量漏洩からも、「地震による事故」が明らかになりつつあります。
　また、放射性物質の影響による風評被害は、「人体に影響のあるレベルではない」としながらも、京都の祭事でもあるように被災地復興にもおおきな影響を及ぼしています。

　「核の平和利用」を名目にこれまで日本における原発は５４基もつくられており、さらなる増設も計画されています。国では、今回の事故を受け「エネルギー政策」の見直しに着手すると言及していますが、経団連を始めとする経済界は、「経済の停滞や電気料の値上げ」などを理由に、原発の早期稼働をめざしています。
　北海道においても、泊原子力発電所原子炉３号機について、経済産業省が、５ヶ月にも及ぶ「調整運転」を「異例の事態」として、北電に対し再三「最終検査を申請するよう」指導してきた経過は、政府の発表した「すべての原子炉のストレスチェックを実施する」とした安全対策にも反する指導といえます。
　自治体の任務は、地域住民の生命と財産を守ることが使命と考えます。今もなお、放射性物質による影響地域や避難区域は拡大しつつあり、多くの地域住民は避難生活を強いられている現状からも、地域住民の生命と生活を守るために、一日も早い原子力発電所の停止が必要です。そのために、安定した電力供給を確保するためにも自然エネルギーの開発と推進に早期に着手していく必要があります。
平成２３年９月○○日

○○議会議長　　○　○　○　○　様

（住所）
（団体名）
（役職・氏名）　　　　　　　　　　　　印
原子力発電からの脱却と自然エネルギーの推進
を求める意見書（案）
　３月１１日に発生した東日本大震災による日本の原子力発電史上未曾有の重大事故となった東京電力福島第一原子力発電所の事故は、発生後６ヵ月以上を経過した現在でも収束の目途は立っていません。
　この事故は、多くの地域住民が長期にわたる避難生活を強いられ、避難地域以外の住民も通常より高い放射線の中で生活しています。また、「福島産」の農作物ばかりか、京都市における伝統行事においても「放射能による危惧」のため、全国的な賛否を問う議論が発生し、被災地における避難生活を余儀なくされている被災者の心情に大きな傷跡を残すものと考えられます。
　全国的な放射能による混乱の中、経済産業省は、政府の打ち出した「すべての原子炉におけるストレスチェックを実施し、再稼働を判断する」とした方針があるにもかかわらず、北海道の泊原発３号機の５ヶ月にも及ぶ「調整運転」を「異例の事態」として、北海道電力に対し再三「最終検査を申請するよう」指導し、全国で初めてとなる「再稼働」を推し進めています。
　国民の原子力政策に対する不信・不安は頂点に達しており、約７割が「脱原発」を支持しています。

　人体に有害な放射能を放出する核と人類の共存は困難です。将来に「負の遺産」を残さず、安心で安全な国民生活を保障することが重要な政策です。
　政府は、原子力発電の『安全神話』が崩壊し、国民の信頼を大きく失ったことに目を向け、これまでのエネルギー政策の転換を早期に進め、自然エネルギーを推進することを求め、次の事項を実施されることを強く要望します。

記
１．原子力発電中心のエネルギー政策を早期に見直し、自然エネルギー政策への転換を促進すること。

２．既存の原子力発電所を段階的に運転中止し、計画的な廃炉を打ち出すこと。

３．世界的に撤退しているプルサーマル計画を廃止すること。

４．青森県大間原子力発電を始めとする原子力発電所の建設を中止し、新たな建設や増設を行わないこと。
５．放射線の拡大は予測できないことから、現行の緊急時計画区域（EPZ）を拡大すること。
　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。
２０１１年９月○○日
○○○議会
【提出先】内閣総理大臣、内閣官房長官、経済産業大臣
